[bookmark: _9wno5yi77h4h]法人利用契約書（コワーキングスペース）

コワーキングスペース運営事業者　　　　　　　　　　　　　　　　（以下「甲」という。）と、法人利用者　　　　　　　　　　　　　　　　（以下「乙」という。）は、甲が管理・運営するコワーキングスペース及び関連サービスを乙が法人として利用することについて、次のとおり法人利用契約（以下「本契約」という。）を締結する。

[bookmark: _7ruawkfkarno]第1条（目的）
1. 本契約は、甲が運営するコワーキングスペース（以下「本施設」という。）を乙が法人として利用するにあたり、利用条件、利用料金、登録利用者の管理、施設設備の使用、禁止事項、責任分担その他必要な事項を定めることを目的とする。
2. 甲及び乙は、本施設が複数の法人、個人事業主その他の利用者によって共同利用される施設であることを理解し、相互に協力して安全かつ円滑な利用環境の維持に努めるものとする。
3. 本契約は、乙に対して本施設の利用に関する契約上の権利を付与するものであり、特定区画について別途賃貸借契約を締結する場合を除き、建物又は施設の占有権、賃借権その他の物権的権利を付与するものではない。

[bookmark: _e8ej43q347sg]第2条（対象施設）
1. 本契約の対象となる施設は、次のとおりとする。
	項目
	内容

	施設名称
	

	施設所在地
	

	運営事業者
	

	利用対象エリア
	□ 共用ワークスペース　□ 固定席　□ 個室　□ 会議室　□ その他（　　　　　）

	利用プラン
	□ 法人月額プラン　□ 法人従量制プラン　□ 法人専用席プラン　□ その他（　　　　　）

	利用可能時間
	時　　　分 ～ 　　　　　時　　　分

	利用可能曜日
	□ 平日　□ 土日祝日　□ 全日　□ その他（　　　　　）

	同時利用可能人数
	名

	登録可能人数
	名

	付帯サービス
	□ Wi-Fi　□ 複合機　□ ロッカー　□ 郵便受取　□ 法人登記　□ その他（　　　　　）

	その他の利用条件
	


2. 乙は、本施設の利用に際し、本契約及び甲が事前に提示する施設利用規則を遵守するものとする。
3. 甲が提供するサービスの具体的な内容及び利用可能範囲は、本契約、別紙利用条件及び甲乙間で合意した申込内容によるものとする。
4. 本施設の名称、所在地、利用可能時間その他重要な条件を変更する場合、甲は合理的な期間を設けて乙に通知し、乙の利用に重大な影響を及ぼす変更については、必要に応じて対応方法を協議するものとする。

[bookmark: _f2xr5cd72tew]第3条（法人利用の申込み及び契約成立）
1. 乙は、本施設の法人利用を希望する場合、甲が指定する申込書又は電子申込フォームに必要事項を記入し、甲に提出するものとする。
2. 甲は、申込内容、利用目的、利用予定人数その他必要な事項を確認し、利用の可否を審査することができる。
3. 甲は、申込みの審査にあたり、乙に対して登記事項証明書、代表者確認書類、担当者の本人確認書類その他合理的に必要な資料の提出を求めることができる。
4. 本契約は、甲が乙の申込みを承諾し、その旨を乙に通知した時点又は甲乙が本契約書に署名若しくは電子署名を行った時点のうち、甲乙間で合意した方法により成立する。
5. 乙が提出した情報に虚偽、重大な誤記又は重要事項の不記載があった場合、甲は、その内容及び影響を確認したうえで、申込みの承諾を撤回し、又は本契約を解除することができる。

[bookmark: _p84mi2kn5xzz]第4条（利用目的）
1. 乙は、本施設を事務作業、会議、打合せ、オンライン業務、資料作成その他通常の事業活動を行う目的で利用するものとする。
2. 乙は、本施設を法令に違反する事業活動、公序良俗に反する活動又は他の利用者に著しい迷惑を及ぼす活動のために使用してはならない。
3. 乙が本施設をイベント、セミナー、撮影、商品販売、顧客対応その他通常の執務利用とは異なる目的で使用する場合、事前に甲の承諾を得るものとする。
4. 乙は、甲の事前の書面又は電磁的方法による承諾なく、本施設を乙の本店所在地、支店所在地、営業所その他の事業拠点として登記又は公的届出に使用してはならない。

[bookmark: _sii01nc899k2]第5条（登録利用者）
1. 乙は、本施設を利用する役員、従業員その他乙が指定する者（以下「登録利用者」という。）を、甲が定める方法により事前に登録するものとする。
2. 登録利用者の情報は、次のとおりとする。
	項目
	内容

	登録利用者数
	名

	利用責任者氏名
	

	所属部署
	

	連絡先
	

	登録利用者名簿
	□ 別紙添付　□ 電子管理

	利用者変更方法
	

	ゲスト利用
	□ 可　□ 不可　□ 事前承認制

	その他
	


3. 乙は、登録利用者に対し、本契約及び施設利用規則の内容を周知し、遵守させるものとする。
4. 登録利用者による本施設の利用行為は、乙による利用行為として取り扱うものとし、乙は、当該登録利用者の行為について本契約上の責任を負う。
5. 登録利用者の退職、異動その他の理由により利用資格を変更又は終了させる場合、乙は速やかに甲へ通知するものとする。
6. 乙は、甲の承諾なく、登録利用者以外の第三者に利用資格を貸与し、又は譲渡してはならない。

[bookmark: _as5d3fpwy9m]第6条（利用料金及び支払条件）
1. 乙は、本施設の利用対価として、次の利用料金を甲に支払うものとする。
	項目
	金額・条件

	初期登録料
	金　　　　　　　　　円（税込）

	月額基本利用料
	金　　　　　　　　　円（税込）

	追加利用者料金
	1名あたり金　　　　　　　　　円（税込）

	会議室利用料
	金　　　　　　　　　円（税込）／時間

	オプション利用料
	金　　　　　　　　　円（税込）

	保証金・預り金
	金　　　　　　　　　円

	請求締日
	毎月　　　　　日

	支払期限
	□ 当月末日　□ 翌月末日　□ その他（　　　　　）

	支払方法
	□ 銀行振込　□ クレジットカード　□ 口座振替　□ その他（　　　　　）

	振込手数料
	□ 甲負担　□ 乙負担


2. 月額基本利用料は、別途合意がある場合を除き、乙による実際の利用日数又は利用時間にかかわらず発生するものとする。
3. 契約開始月又は終了月の利用料金については、次の方法により算定する。
□ 日割計算する
□ 月額料金の全額を請求する
□ その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　）
4. 乙が支払期限までに利用料金を支払わない場合、甲は乙に対して相当の期間を定めて支払を催告することができる。
5. 乙が支払を遅延した場合、甲は、支払期限の翌日から完済日まで、未払金額に対して年　　　　　％の割合による遅延損害金を請求することができる。ただし、法令上認められる範囲を超えないものとする。
6. 利用料金の変更については、第18条の定めによるものとする。

[bookmark: _mvtqqkhv969c]第7条（契約期間及び更新）
1. 本契約の有効期間は、次のとおりとする。
	項目
	内容

	契約開始日
	年　　　月　　　日

	契約終了日
	年　　　月　　　日

	契約期間
	か月

	更新方法
	□ 自動更新　□ 書面による更新　□ その他（　　　　　）

	更新後の契約期間
	か月

	更新拒絶通知期限
	契約終了日の　　　　　日前まで


2. 自動更新を選択した場合、甲又は乙が前項に定める通知期限までに更新を拒絶する旨を相手方へ通知しないときは、本契約は同一条件で更新されるものとする。ただし、更新に伴う条件変更について甲乙が別途合意した場合は、この限りでない。
3. 本契約の更新にあたり、登録利用者数、利用プラン、利用料金その他の条件を変更する場合、甲乙は事前に協議し、書面又は電磁的方法により合意するものとする。

[bookmark: _lyda7z689b57]第8条（施設及び設備の利用）
1. 乙及び登録利用者は、本施設の設備、什器、通信環境その他の備品を、甲が定める利用方法に従って使用するものとする。
2. 乙は、共用設備を他の利用者と共同で使用することを理解し、特定の設備又は座席を独占してはならない。ただし、専用利用について別途合意した場合は、この限りでない。
3. 乙は、設備の故障、破損又は異常を発見した場合、速やかに甲へ通知するものとする。
4. 甲は、本施設の安全性及び機能を維持するため、合理的な範囲で設備の点検、修理、交換その他の管理を実施するものとする。
5. 設備の点検又は修理により一部のサービスが利用できなくなる場合、甲は、緊急の場合を除き、可能な限り事前に乙へ通知するものとする。

[bookmark: _ijd01keg49yy]第9条（入退館管理及びセキュリティ）
1. 甲は、本施設の入退館管理のため、ICカード、暗証番号、スマートフォンアプリその他の認証手段を登録利用者に付与することができる。
2. 乙及び登録利用者は、認証手段を適切に管理し、第三者に貸与、譲渡又は共有してはならない。
3. 認証手段の紛失、盗難又は不正使用のおそれが生じた場合、乙は速やかに甲へ通知するものとする。
4. 甲は、防犯及び安全管理を目的として、法令に従い、本施設の共用部分に防犯カメラを設置することができる。
5. 甲は、防犯カメラ映像及び入退館記録を、あらかじめ明示した利用目的の範囲内で適切に管理するものとする。
6. 乙は、本施設の施錠、入退館及び防犯に関する甲の合理的な指示に従うものとする。

[bookmark: _qnajq1nsjkjl]第10条（インターネット及び通信設備）
1. 甲は、本施設において、インターネット接続環境その他の通信サービスを提供することができる。
2. 乙は、共用ネットワークの利用に際し、自己の責任において必要な情報セキュリティ対策を講じるものとする。
3. 乙は、不正アクセス、マルウェアの送信、過度な通信負荷を生じさせる行為その他通信環境に悪影響を及ぼす行為を行ってはならない。
4. 甲は、通信設備の維持管理に合理的な注意を払うものとするが、通信速度、接続の継続性又は特定の業務システムとの適合性を保証するものではない。
5. 通信障害により乙の業務に支障が生じた場合の責任については、障害の原因、甲乙の帰責事由及び第21条の定めに従うものとする。
6. 乙は、機密性の高い業務情報を取り扱う場合、VPNその他必要なセキュリティ対策を自ら実施するものとする。

[bookmark: _74en5bhuul5x]第11条（会議室及び付帯サービス）
1. 乙は、甲が提供する会議室、電話ブース、複合機、ロッカーその他の付帯サービスを、利用プラン及び予約条件に従って利用することができる。
2. 会議室その他予約制設備の利用については、甲が指定する予約方法、利用時間及びキャンセル条件に従うものとする。
3. 乙が予約時間を超過して設備を利用した場合、甲は、事前に提示した料金体系に従い追加料金を請求することができる。
4. 乙は、付帯サービスの利用に際し、他の利用者の利用を不当に妨げてはならない。
5. 付帯サービスの提供条件、利用料金及び利用制限については、別紙又は甲が事前に提示する料金表によるものとする。

[bookmark: _iutcbojafc86]第12条（法人登記及び住所利用）
1. 乙が本施設の所在地を法人登記、事業所所在地、郵便物送付先又は名刺等に記載する場合、事前に甲の承諾を得るものとする。
2. 住所利用及び法人登記に関する条件は、次のとおりとする。
	項目
	内容

	法人登記
	□ 利用可能　□ 利用不可

	住所利用
	□ 利用可能　□ 利用不可

	郵便物受取
	□ 対応あり　□ 対応なし

	宅配便受取
	□ 対応あり　□ 対応なし

	郵便転送
	□ 対応あり　□ 対応なし

	住所利用料金
	金　　　　　　　　　円（税込）

	登記利用料金
	金　　　　　　　　　円（税込）

	その他条件
	


3. 乙は、法人登記又は住所利用について、関係法令、行政手続及び甲が定める利用条件を遵守するものとする。
4. 乙は、本契約終了後、甲が認める猶予期間内に、本施設所在地を使用した登記、届出、Webサイト、名刺その他の表示について必要な変更又は削除を行うものとする。
5. 甲は、住所利用サービスの提供に際し、郵便物の受取、保管及び転送に関する取扱条件を別途定めることができる。
6. 甲は、法令上必要な手続又は行政機関による審査の結果について保証するものではない。

[bookmark: _xbesl8skbfl5]第13条（郵便物及び荷物の取扱い）
1. 甲が郵便物又は荷物の受取サービスを提供する場合、その対象、保管期間、受取方法及び転送条件について、事前に乙へ明示するものとする。
2. 乙は、現金、有価証券、危険物、生鮮食品その他甲が受取対象外と定める物品を、本施設宛てに送付してはならない。
3. 甲は、郵便物又は荷物の受取を行う場合、通常必要とされる注意をもって管理するものとする。
4. 保管期間を経過した郵便物又は荷物については、甲は乙に引取りを催告し、合理的な期間内に引取りが行われない場合、法令に従い適切な措置を講じることができる。
5. 郵便物の紛失、破損又は誤配送等が発生した場合の責任については、当該事故の原因及び甲乙の帰責事由に応じて判断するものとする。

[bookmark: _qm7gl7welz39]第14条（禁止事項）
乙及び登録利用者は、本施設の利用に際し、次の各号に掲げる行為を行ってはならない。
1. 法令又は公序良俗に違反する行為
2. 他の利用者又は施設関係者に対する暴力、威嚇、誹謗中傷、差別的言動その他の迷惑行為
3. 甲の承諾なく第三者に利用資格を譲渡又は貸与する行為
4. 他の利用者の業務、会話、画面表示又は資料を無断で撮影、録音又は記録する行為
5. 施設設備、什器又は備品を故意又は過失により損傷する行為
6. 危険物、違法物品その他施設の安全を害する物品を持ち込む行為
7. 甲の承諾なく施設内で物品販売、勧誘、営業イベント又は集会を実施する行為
8. 施設の通信環境を利用した不正アクセスその他の違法行為
9. 甲の承諾なく設備の改造、移設又は撤去を行う行為
10. 施設内での喫煙、飲酒、飲食その他甲が定める利用制限に違反する行為
11. 他の利用者の個人情報又は営業秘密を不正に取得し、利用し、又は第三者に開示する行為
12. その他本契約又は事前に提示された施設利用規則に違反する行為

[bookmark: _m5blf8hvaucy]第15条（秘密情報及びプライバシーの保護）
1. 甲及び乙は、本契約の履行に関連して知り得た相手方の営業上、技術上その他の非公開情報のうち、秘密である旨が明示された情報又はその性質上秘密として取り扱うべき情報を、相手方の承諾なく第三者に開示又は漏えいしてはならない。
2. 前項の義務は、次の各号に該当する情報には適用しない。
1. 開示時点ですでに公知であった情報
2. 受領者の責めによらず公知となった情報
3. 開示前から適法に保有していた情報
4. 正当な権限を有する第三者から守秘義務を負わず取得した情報
5. 秘密情報によらず独自に取得又は開発した情報
3. 甲及び乙は、法令又は裁判所その他公的機関の適法な命令に基づき秘密情報の開示が必要となる場合、必要な範囲に限り開示することができる。
4. 乙は、他の利用者の会話、資料、端末画面その他の情報を不当に取得又は利用してはならない。
5. 本条の秘密保持義務は、本契約終了後も3年間存続するものとする。ただし、営業秘密その他法令により保護される情報については、法令に基づく保護が妨げられるものではない。

[bookmark: _7nv10up7eg4s]第16条（個人情報の取扱い）
1. 甲は、本契約の締結、登録利用者の管理、入退館管理、料金請求、緊急連絡その他施設運営に必要な目的の範囲内で、乙及び登録利用者の個人情報を取得し、利用するものとする。
2. 甲は、個人情報の保護に関する法律その他関係法令を遵守し、取得した個人情報について適切な安全管理措置を講じるものとする。
3. 甲は、法令上認められる場合を除き、本人の同意その他適法な根拠なく個人情報を第三者へ提供しないものとする。
4. 乙は、登録利用者の個人情報を甲に提供する場合、必要な本人への通知その他法令上求められる措置を講じるものとする。
5. 個人情報の保存期間、開示等の請求方法及び問い合わせ窓口については、甲が別途定める個人情報保護方針によるものとする。

[bookmark: _7xts87ye349]第17条（施設管理及び安全確保）
1. 甲は、本施設の管理者として、施設設備の維持、衛生管理、防犯対策その他合理的な安全確保措置を講じるものとする。
2. 乙は、登録利用者に対して本施設の避難経路、非常口、消防設備その他安全管理上必要な事項を周知するものとする。
3. 火災、地震、停電、設備故障その他緊急事態が発生した場合、乙及び登録利用者は、甲又は施設管理者の合理的な指示に従うものとする。
4. 甲は、施設の安全確保のため緊急の必要がある場合、事前通知なく施設の全部又は一部への立入りを制限することができる。
5. 甲は、前項の措置を講じた場合、合理的に可能な範囲で速やかに乙へ通知するものとする。

[bookmark: _dj5uarf381ru]第18条（利用条件及び料金の変更）
1. 甲は、施設運営上の必要性、維持管理費の変動、設備の更新その他合理的な理由がある場合、乙に対し利用条件又は利用料金の変更を提案することができる。
2. 甲は、利用料金その他乙に重大な影響を及ぼす条件を変更する場合、原則として変更予定日の30日前までに、変更内容、理由及び適用開始日を乙に通知するものとする。
3. 利用料金、利用可能範囲その他本契約の重要な個別条件の変更は、甲乙の合意によるものとする。
4. 施設利用規則のうち本契約に組み込まれた定型約款に該当する部分を変更する場合、甲は、民法その他関係法令に定める要件及び手続に従うものとする。
5. 乙が変更後の条件を受け入れない場合、甲乙は契約の継続又は終了について協議するものとする。

[bookmark: _w7tqx1qg3vhz]第19条（利用の停止及び制限）
1. 甲は、乙又は登録利用者が本契約に違反した場合、相当の期間を定めて是正を求めることができる。
2. 前項の催告後も違反が是正されない場合、甲は、違反の内容及び程度に応じて、本施設の利用を一時停止又は制限することができる。
3. 重大な違法行為、暴力行為、施設の安全を著しく害する行為その他緊急の対応が必要な場合、甲は、事前の催告なく必要最小限の利用制限を行うことができる。
4. 甲は、利用停止又は制限を行う場合、その理由及び期間を合理的に可能な範囲で乙に通知するものとする。
5. 利用停止期間中の料金の取扱いについては、停止の原因及び甲乙の帰責事由を踏まえて決定するものとする。

[bookmark: _xu4lve1dssmf]第20条（施設の休業及びサービス中断）
1. 甲は、次の各号に該当する場合、本施設の全部又は一部の利用を一時的に中断することができる。
1. 建物又は設備の保守点検、修繕若しくは更新を実施する場合
2. 火災、地震、台風その他の災害が発生した場合
3. 停電、通信障害、設備故障その他の不具合が発生した場合
4. 行政機関からの命令又は要請に対応する必要がある場合
5. その他施設の安全な運営が困難となる合理的な事情がある場合
2. 甲は、予定された休業又はサービス中断について、可能な限り事前に乙へ通知するものとする。
3. 甲の責めに帰すべき事由により、本施設の主要な利用機能が相当期間利用できない場合、甲乙は、利用料金の減額、代替施設の提供その他合理的な対応について協議するものとする。
4. 甲の責めに帰することのできない事由によるサービス中断についても、利用不能の期間及び程度に応じ、法令及び本契約に従って料金の取扱いを判断するものとする。

[bookmark: _7wmood8uvafa]第21条（損害賠償及び責任範囲）
1. 甲又は乙が本契約に違反し、相手方に損害を与えた場合、当該当事者は、自己の責めに帰すべき事由により生じた損害について、法令に従い賠償責任を負うものとする。
2. 乙又は登録利用者の故意若しくは過失により、施設設備、備品又は第三者の財産に損害が生じた場合、乙は、その責任に応じて修理費用その他の損害を賠償するものとする。
3. 甲の故意又は過失により乙に損害が生じた場合、甲は、その責任に応じて損害を賠償するものとする。
4. 甲及び乙は、自己の責めに帰すべき事由によらない盗難、紛失、通信障害その他の事故について、原則として損害賠償責任を負わないものとする。
5. 甲乙間で別途責任制限を合意する場合であっても、故意又は重大な過失による損害、法令上制限が認められない損害その他特別の事情がある場合については、関係法令に従うものとする。
6. 損害が発生した場合、甲乙は、原因の調査、損害拡大の防止及び必要な対応について誠実に協力するものとする。

[bookmark: _mtux6p8zdcpr]第22条（保険）
1. 甲は、施設運営に伴う事故、設備の損傷その他のリスクに備え、必要に応じて施設賠償責任保険その他の保険に加入するものとする。
2. 乙は、自己の業務内容、持込機器、従業員の利用状況その他の事情に応じて、必要な保険への加入を検討するものとする。
3. 甲が加入する保険の有無及び主な補償内容は、次のとおりとする。
	項目
	内容

	保険加入
	□ あり　□ なし

	保険種類
	

	保険会社
	

	主な補償対象
	

	補償対象外事項
	


4. 保険金の支払可否及び補償範囲は、保険契約の内容及び保険会社の判断によるものとする。
5. 保険への加入の有無は、甲又は乙の法令上の損害賠償責任を当然に免除するものではない。

[bookmark: _h8fjo3wmv0xe]第23条（契約の中途解約）
1. 乙は、契約期間中であっても、解約希望日の　　　　　日前までに甲へ書面又は電磁的方法により通知することで、本契約を中途解約することができる。
2. 中途解約時の利用料金及び解約費用については、次のとおりとする。
	項目
	内容

	解約予告期間
	日前

	解約申請方法
	□ 書面　□ 電子メール　□ 専用フォーム

	解約月の料金
	□ 日割計算　□ 月額全額　□ その他（　　　　　）

	中途解約料
	□ なし　□ あり（金　　　　　　　　　円）

	保証金の返還
	□ あり　□ なし　□ 該当なし

	その他
	


3. 甲は、乙が所定の解約手続を完了した場合、解約日及び未精算料金その他の必要事項を確認するものとする。
4. 甲の重大な契約違反その他法令上認められる事由により乙が解除する場合、本条の中途解約料に関する定めは適用しないものとする。
5. 甲が施設運営上の都合により契約期間中の終了を希望する場合、乙と協議し、別途合意した場合又は法令上の解除事由がある場合を除き、一方的に本契約を終了させないものとする。

[bookmark: _a3yzqx4r6v4i]第24条（契約の解除）
1. 甲又は乙は、相手方が本契約に違反し、相当の期間を定めて是正を催告したにもかかわらず、当該違反が是正されない場合、本契約の全部又は一部を解除することができる。
2. 甲又は乙は、相手方に次の各号に掲げる事由が生じた場合、法令上認められる範囲で、催告なく本契約を解除することができる。
1. 重大な法令違反又は本契約の重大な違反があった場合
2. 支払停止又は支払不能の状態となった場合
3. 破産手続開始、民事再生手続開始その他これらに類する法的手続の申立てがあった場合で、契約の継続が困難と認められる場合
4. 施設の安全又は他の利用者の権利利益を著しく害する行為があった場合
5. 申込内容について重大な虚偽申告が判明した場合
6. その他本契約の継続を困難にする重大な事由が発生した場合
3. 本条に基づく解除は、解除した当事者が相手方に対して有する損害賠償請求権を妨げないものとする。
4. 契約解除時の利用料金、保証金その他の精算については、第25条の定めによるものとする。

[bookmark: _kfdcaqjbmnoz]第25条（契約終了時の措置）
1. 本契約が期間満了、解約又は解除により終了した場合、乙及び登録利用者は、契約終了日までに本施設の利用を終了するものとする。
2. 乙は、甲から貸与されたICカード、鍵、備品その他の物品を、甲が指定する方法により返還するものとする。
3. 乙は、自己の所有物、書類、機器その他の持込物品を契約終了日までに撤去するものとする。
4. 乙が契約終了後も物品を残置した場合、甲は乙に対して相当の期間を定めて撤去を催告し、撤去されないときは、法令に従い保管、移動その他必要な措置を講じることができる。
5. 乙が法人登記又は住所利用サービスを利用していた場合、契約終了後速やかに必要な変更手続を行うものとする。
6. 甲は、乙の未払料金その他の債務がある場合、保証金が預託されているときは、契約及び法令に従いこれに充当することができる。
7. 甲は、保証金から適法に控除できる金額を精算した後、残額がある場合には、契約終了後　　　　　日以内に乙へ返還するものとする。
8. 契約終了後も、その性質上存続すべき秘密保持義務、損害賠償義務、未払料金の支払義務その他の条項は、必要な範囲で効力を有するものとする。

[bookmark: _ekvq9m325sqe]第26条（反社会的勢力の排除）
1. 甲及び乙は、自ら並びにその役員及び実質的に経営を支配する者が、暴力団、暴力団員、暴力団関係企業その他これらに準ずる反社会的勢力に該当しないことを表明し、保証する。
2. 甲及び乙は、反社会的勢力を利用し、資金提供し、又はその活動に協力しないものとする。
3. 甲又は乙が前2項に違反した場合、相手方は催告なく本契約を解除することができる。
4. 本条に基づく解除により生じた損害については、関係法令及び当事者の帰責事由に従って取り扱うものとする。

[bookmark: _7aenzgavtw4n]第27条（権利義務の譲渡禁止）
1. 甲及び乙は、相手方の事前の書面又は電磁的方法による承諾なく、本契約上の地位又は本契約に基づく権利義務を第三者へ譲渡し、承継させ、又は担保に供してはならない。
2. 甲が施設運営事業を第三者へ譲渡する場合、甲は乙に対して事前に通知し、契約上の地位の移転について必要な同意その他の手続を行うものとする。

[bookmark: _ixy4idb9qcbm]第28条（通知及び連絡）
1. 本契約に関する通知、請求、承諾その他の連絡は、甲乙が指定する電子メールアドレス、書面又はその他合意した方法により行うものとする。
2. 甲及び乙は、商号、所在地、代表者、契約担当者、連絡先その他重要な登録情報に変更が生じた場合、速やかに相手方へ通知するものとする。
3. 通知の到達及び効力発生時期については、民法その他関係法令に従うものとする。

[bookmark: _bxz18rz78ssk]第29条（協議事項）
1. 本契約に定めのない事項又は本契約の解釈について疑義が生じた場合、甲乙は、相互の信義誠実の原則に従い協議し、円満な解決を図るものとする。
2. 本契約と別紙利用条件又は施設利用規則との間に矛盾が生じた場合、別途明示的な合意がない限り、本契約、別紙利用条件、施設利用規則の順に優先するものとする。
3. 本契約の変更又は追加については、法令上別段の取扱いが認められる場合を除き、甲乙が書面又は電磁的方法により合意するものとする。

[bookmark: _n7kwy7rf3ww6]第30条（準拠法及び合意管轄）
1. 本契約の成立、効力、履行及び解釈については、日本法を準拠法とする。
2. 本契約に関連して紛争が生じた場合、甲乙は、まず誠実な協議による解決に努めるものとする。
3. 協議によって解決しない場合、本契約に関する訴訟については、　　　　　　　　　地方裁判所又は　　　　　　　　　簡易裁判所を、訴額に応じた第一審の専属的合意管轄裁判所とする。

[bookmark: _gufek4ol84w4]
[bookmark: _jak3ak40y3xi]
[bookmark: _ozfiombm169]
[bookmark: _y5n09gcxf374]
[bookmark: _bqj4988etyid]契約締結欄
甲及び乙は、本契約の内容を十分に確認し、これに合意した証として、本契約書2通を作成し、甲乙記名押印のうえ、各自1通を保有する。
なお、甲乙が合意した場合、本契約を電磁的記録により作成し、電子署名その他当事者の合意を確認できる方法により締結することができる。

契約締結日： 　　　　年　　　月　　　日

甲（コワーキングスペース運営事業者）
所在地：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

会社名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

代表者氏名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　

電話番号：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

メールアドレス：　　　　　　　　　　　　　　　　

署名又は押印：　　　　　　　　　　　　　　　　　

乙（法人利用者）
所在地：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

法人名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

代表者氏名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　

契約担当者：　　　　　　　　　　　　　　　　　　

電話番号：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

メールアドレス：　　　　　　　　　　　　　　　　

署名又は押印：

